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子供用家具からみた家族縮小期における生活財の保有の現状と課題

岡献 冨土田 亮子

目的：子供用家具や子ども室は子どもの成長に伴って取得されるが、子どもの独立離家後

には用途を終えるもの力侈 い。このような子ども室や子供用の家具力仔 ども独立離家後の

家族縮小期にどのよう状況となるのかを分析、検討し、使用期間の限られている生活財と

ライフサイクルを想定した住生活のあり方を考えていこうとするものである。

研究方法：戸建て住宅居住の子ども独立離家後の家庭を対象に、子ども室と子供用家具6

種の入手・保有・処分状況、その状況に対する意識、老後の生活財の持ち方意識などにつ

いて、留め置き自記法によるアンケート調査を行った。有効回収数は193 票、回収率は93
％である。調査時期は1998年7 月から8 月である。

結果：①子ども室は5 割強が就学時 前後に専用で取得され､ その後、増改築を経て独立直

前には9 割強が専用室となる。学習机・椅子・ベッド・本棚・ダンス及び楽器の6 種の子

供用家具等の入手については、学習机と椅子は就学時に出生|直位に係わらず専用のものが

準備されるが、他の4 種は就学前に入手し、きょうだいと共用する割合が高い。②子ども

独立離家後の子ども室は、そのままの状態になっているか、消極的に物置・納戸となって

いる場合力侈 い。しかし、夫婦の寝室や接客室として用いられると満足度は高い。③学 習

机・椅子・ベッドは使用者がいなくなると全く使われなくなり、屋外の物置に仕舞い込ま

れたままか、廃棄される。しかし、本棚・ダンス・楽器は他の家族力倆 いたり、譲渡され

る。④高齢期にはできるだけ簡素に住みたいという意識を持っているが、子ども独立離家
後の住まい方、子ども部屋や子供用家具の活用については考えられていない。
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農村地帯における支持家具の導入 ○吉見静子　小森歌織

一 富 山 県 砺 波 地 方 の 場 合 一　 （岐 阜女子大）

目的：明治以降、上層階級・知識階級をはじめ、都心部の中産階級においても、住宅に

椅子をはじめとする西洋家具が導入され、住生活に影響を与え、その歴史も明らかにされ

てきている。しかし、一般庶民の住宅についての詳しい論述は、浅学故か、目にすること

が少ない。そこで、一般庶民の住宅における支持家具の導入過程を明らかにする試みの１
つとして、砺波地方の散居住居における支持家具の導入とその特性を明らかにする。

方法：　富山県福光高等学校生の120家族、砺波地方の住民の30家族を対象として、アン

ケート調査を行い、詳細については、その地域の古老３人に聞取り調査を行った。回収票
は92票で、そのうち、今回は伝統的な散居住居に住む51家族のアンケート票を対象とし、
集計を行い、考察した。

結果：支持家具の導入は主に第２次世界大戦後で、明治・大正は皆無であった。最初に

導入された支持家具は足踏みミシンの椅子であり、早い例が昭和11年で、その後昭和40年
の間に導入。次に学習用の机と椅子であり、早い例が昭和26年で、昭和40年の間に導入。

第３は食事用のテーブルと椅子であり、早い例が昭和30 年で、昭和45 年の間に導入。第４

は接客用のテーブルと椅子であり、早い例が昭和36年で、昭和50年の間に導入。第５は鏡
台の椅子で、早い例が昭和36年で、昭和55年の間に導入。第６はソファで、早い例が昭和

36年で、昭和55年の間に導入。第７はベッドで、早い例が昭和40年で、昭和55年の間に導
入されている。以上の結果から、上層階級にみられるステータス・シンボルとしての家具

ではなく、実用性の高い家具を、順次導入していったことが解る。
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